
法人設立支援事業補助金

【対策のポイント・目標】

複数の農業経営者で組織する農地所有適格法人を育成するため、法人設立に

係る調査研究や検討等の取組を支援します。

農家戸数の減少や労働力不足を補い、地域の中核的な担い手の確保を目標としています。

【事業内容】

①将来法人化をめざす農業者を対象に取り組まれる視察・研修会等の開催または参加の取

り組みに対する支援

②複数戸法人設立に向けた研修・視察や専門家による相談支援を含む検討を支援

（支援内容）

対象経費に対して①の取組は1/2補助（上限あり）、②の取組は2/3補助（上限あり）

【事業イメージ】
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・農地が点在していて作業効率が悪い

・突発的な労働力不足に対応できない

・輪作体型が組みづらい

・稼働率が低くても作物ごとに専用機械

が必要となり非効率

・農地がまとまり作物の団地化に

より作業効率が向上

・法人内で労働力の融通が可能

・作物の集約化による輪作体型

・作物が集約され専用機械の稼働

率が向上

・雇用条件整備による労働力

法人設立現状（個別経営）

法人Ｎ

構成員：Ａさん、Ｂさん、Ｃさん

②法人設立検討

・経営ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・給与等設定

・作付け検討

・出資検討

・資産引継ぎ

・就業規則 など

●構成員予定者で検討

●税理士・社労士など専

門家の相談支援

①法人化の検討

・メリット、デメリットな

ど理解の促進

●視察・研修実施

支援事業対象


